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本文は p.37 へ
日本の科学技術の現状と今度の予測
̶デルファイ調査‐概要̶
　我が国の科学技術政策は、1996 年度から科学技術基本計画に基づいて推進されてい
ます。現在は第２期科学技術基本計画（2001 ～ 2005 年度）が進行中であり、2006 年度
からは第３期科学技術基本計画がスタートする予定です。科学技術政策研究所は、総合
科学技術会議から第３期科学技術基本計画策定のための資料作成を要請され、第 1期及
び第 2期基本計画を対象とした「基本計画の達成効果の評価のための調査」、今後の科
学技術の方向性を対象とした「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」という２
つの大きな調査を実施いたしました。
　科学技術動向研究センターは、これら２つの調査に含まれる以下の各調査を担当しまし
た。各報告書および概要版は、科学技術政策研究所のホームページに掲載されています。
　今月号では、デルファイ調査の概要を紹介します。
蜷 NISTEP REPORT No.97
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep097j/idx097j.html
連載概要
デルファイ調査 
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
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1   はじめに　―デルファイ調査とは 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　デルファイ調査は、科学技術
の中長期発展に関する専門家の見
解を把握するためのアンケート調
査である。デルファイ法（多数の
人に同内容のアンケートを繰り返
し、回答者の意見を収れんさせる
調査方法）を用いて、1971年より
約５年ごとに実施されており、今
回の調査は８回目に当たる。本調
査の特徴は、①科学技術のほとん
どの分野を網羅していること、②
数千名の専門家の協力を得て実施
する大規模な調査であること、③
今後 30年間という長い期間を展
望していること、④過去 35年に
わたり、ほぼ同一の調査設計のも
と継続的に実施されてきたこと、
などである。
　1990年代に入り世界各国で予測
調査への関心が高まり、さまざま
な調査が実施されるようになった
（図表１参照）。その背景には、科
学技術の重要性の高まり、財政逼
迫の中で投資の重点化が求められ
るようになってきたことなどがあ
る。近年は、重点化政策を進める
上で、科学技術の社会への貢献の
観点が大きくクローズアップされ
るようになり、科学技術専門家以
外の人々の意見も取り入れた新た
な手法も試みられている。
　調査手法は、デルファイ、シ
ナリオライティング、パネル、ロ
ードマッピングなど多岐にわたる
が、このうち、デルファイ調査に
関しては、我が国で用いられてい
る手法がスタンダードとなってい
る１）。
　我が国では、第２期科学技術基
本計画のもと、研究開発投資の戦
略的重点化が図られてきた。効率
的な公的投資が益々求められる状
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図表１　予測調査の実施状況
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サービスなどとして利用可能な状
況となる時期）の２点について実
現の時期や有効な推進手段を尋ね
る設計としたことにより、発展の
道筋が明確化し、かつ、技術発展
段階に応じた施策検討に資する情
報を得ることが可能になった（図
表２参照）。
況にあって、検討に当たっての
理論的・実証的基盤とするに足る
情報が必要とされている。今回の
デルファイ調査は、重点化施策検
討のための基礎資料を提供するた
めに総合的に行われた「科学技術
の中長期発展に係る俯瞰的予測調
査」の中核として、今後 30年に
わたる科学技術発展の方向性に関
する専門家の代表的な見解を得る
ことを目的として実施された。
2   今回のデルファイ調査の特徴　―階層構造と技術発展段階ごとの設問 蘆蘆蘆
　今回のデルファイ調査の設計で
は、次の２つの点で新しい手法を
導入した。第１は、「分野‐領域‐
課題」という階層構造である。前
回までは「分野‐課題」という構
造のもとに、分野ごとに課題を設
定していた。この構造では、個々
の技術の将来動向は見えるもの
の、分野の動向を俯瞰的に把握す
ることがむずかしかった。分野と
個別課題の間に、関連する一連の
技術群である「領域」の概念を導
入したことにより、技術発展を面
として捉えることが可能となり、
また、各分野で注目すべき領域が
明確になった。
　第２は、技術の発展段階ごとの
設問設定である。前回までは、各
課題の設問において、「解明、開発、
実用化、普及」の４段階のうち
のいずれかに段階を固定した上で
実現時期や推進手段を尋ねていた
ため、時間軸上の１点しか明らか
にならず、発展の道筋が見えなか
った。今回調査では、１つの課題
について技術的に可能となる段階
（技術的実現時期：所期の性能を
得るなど技術的環境が整う時期）
と社会で用いられる段階（社会的
適用時期：実現された技術が製品、
図表２　技術の発展段階ごとの設問設計
3   調査の方法 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
調査対象
　調査対象は、情報・通信、ライ
フサイエンスなど、科学技術をほ
ぼ網羅する 13の分野である。主
に技術を取り上げたが、分野特性
に応じて基礎科学や社会インパク
トも一部含んでいる。
　調査分野ごとに専門家から構成
される 13分科会（委員総数：約
170 名）が設置され、各分科会が
それぞれ、領域、課題、設問の検討、
回答者の選出、調査結果の分析を
担当した。
課題が設定された。領域に含まれ
ないが重要と考えられる課題は、
領域外課題として設定された。こ
のような過程を経て、全分野で計
130領域、858課題が設定された。
　領域に対しては、期待される効
果、並びに、我が国の研究開発水
準について、課題に対しては、重
要度、第一線にある国、技術的実
現時期と推進手段、社会的適用時
期と推進手段についての問いを設
けた。ただし、課題の内容によっ
て、技術的実現のみ、あるいは、
社会的適用のみを聞いた課題もそ
れぞれ１割程度存在した。また、
分野に関する設問として、当該分
野が融合・連携すべき分野、並び
３‐２
領域、課題、設問の設定
　まず、各分科会において、社会
的・経済的貢献への期待、新たな
科学技術の流れを生み出す可能性
や日本がリーダーシップをとれる
可能性などの観点から領域の検討
が行われ、各分野５～ 10程度の
領域が設定された。領域の大きさ
や設定の観点（シーズベース、ニ
ーズベースなど）の多様性、及
び分野間の重複を許容することと
し、特に大きな調整は行わなかっ
た。次に、領域ごとに、当該領域
の発展を代表する課題、鍵となる
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に、当該分野の発展に関わる社会
の変化についての問いを設けた。
　図表３に調査の全体構造を示す。
３‐３
デルファイ法による
アンケート
　過去の７回の調査と同様、デル
ファイ法によりアンケートを実施
した。デルファイ法では、２回目
のアンケートで、前回の調査結果
を回答者にフィードバックし回答
者に再考を求めるため、一部の回
答者が多数意見に賛同することに
より意見が収れんし、結果的に専
門家間のコンセンサスが得られる。
　図表４にアンケートの実施概要
を示す。今回調査では、２回の繰
り返しアンケートを経て 2,239 名
から回答を得た。最終的に、２回
目のアンケートの集計結果をもと
に分析を行った。
図表３　調査の全体構造
図表４　アンケート実施概要
4   主な結果の紹介蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
我が国にとって
重要性の高い課題
―災害、安全、人材
　我が国にとっての重要度が高
い 100課題を、内容により、生命
関連、情報関連、環境関連、災害
関連、エネルギー関連、及び、そ
の他に区分した結果を図表５に示
す。100 課題の抽出には、４段階
評価（大、中、小、なし）の回答
図表５　重要度上位 100 課題の区分別内訳
区分 今回 2001年調査（第７回）
1997年調査
（第６回）
1992年調査
（第５回）
生命関連 17 26 17 37
情報関連 13 21 24 10
環境関連 19 26 25 28
災害関連 23 8 11 9
エネルギー関連 8 10 11 6
その他 21 9 12 10
生命関連と災害関連は、１課題が重複している
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図表７　領域の技術的実現時期、及び、社会的適用までの期間
図表６　将来の医療・福祉
（　）内は、社会的適用時期
を数値化した指数を用いた。
　前回調査（2001 年）と比較し
て災害関連の課題数が大きく増
加し、1/4 を占めるに至ったこと
が今回調査の特徴である。また、
これまでの区分にあてはまらな
い「その他」の課題が増加したこ
とも特徴的である。ここには、教
育、人材流動、技能･ノウハウ伝達、
女性の社会参加支援など、人材に
関する課題（７課題）、及び、原子・
分子の操作・制御による製造など
ナノテクノロジー関連の課題（４
課題）等が含まれていた。生命関
連や情報関連など他の区分に分類
されている課題と合わせると約１
割に当たる９課題がナノテクノロ
ジー関連であった。
　「その他」には、構造物の健全
性評価、公共の場での爆薬や病原
微生物等の検知など、安全確保の
ための課題も含まれている。災害
関連など他区分に含まれる課題と
合わせ、「安全」というキーワード
で括れる課題が多く挙げられた。
４‐２
実現時期
　図表６は、実現時期に関する
結果を分かりやすく紹介するため
に、科学技術が社会で利用される
場面を想定して、将来の生活・社
会を描いたイラストの一例であ
る。ここでは、医療・福祉に関係
する課題を図示している。
　各課題の技術的実現時期、及
び、技術的実現から社会的適用
までの期間を領域ごとに平均し
た結果を図表７に示す。2015 年
までに技術的に実現する領域は、
社会適用までの期間が５年程度の
グループと、社会的適用までに７
～８年を要するグループに分かれ
る。10 年以内に技術的に可能に
なるにもかかわらず、社会的適用
までに 10年以上を要する領域は、
ナノデバイス・センサ、化石資源
のクリーン利用技術、NEMS技術
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の３領域である。
　技術的実現時期が 2016 年以降
と遅めの領域は、社会的適用ま
での期間が８～ 12年程度と長い。
ここには、ライフサイエンス分野、
エネルギー・資源分野の領域が多
い。ここに含まれる情報・通信分
野及びエレクトロニクス分野の領
域は、他の分野の領域と比べ、社
会的適用までの期間が短めである。
　また、具体的な技術がいつ頃実
現していくかを追うことにより、
領域の発展動向の詳細を掴むこと
ができる。図表８にユビキタスネ
ットワーキングという領域の例を
示す。この図から、まず 2015 年
頃に通信・ネットワーク技術が実
用化され、次いでセンサー・シス
テムなどの要素技術が実用化され
る、2025年頃にはロボットとの連
携が可能となり、2030年前後にな
ると医療への応用がなされる、と
いった発展の道程が見える。
４‐３
研究開発水準
　米国及びEUと比較した場合の
我が国の研究開発水準に関する調
査結果を図表９に示す。図表中で
は、５段階評価（我が国が優位－
やや優位‐対等‐やや劣位‐劣位）
の回答を 10点満点で数値化した
指数を用いている。「対等」が５
点となり、数値が大きいほど我が
国の優位性が高いことになる。
　現在の水準を見ると、エレクト
ロニクス分野及びナノテクノロジ
ー・材料分野の領域については、
対EUで優位にある領域、また対
米国、対EUいずれも優位とされ
る領域が目立つ。一方、ライフサ
イエンス分野の領域は、対米国、
対EUともに劣位にあると考えら
れているものが多い。対米国、対
EUの水準がともに対等（５点）
以上の領域は、35領域である。そ
の内訳を見ると、エレクトロニク
ス分野（７領域）、及び、エネル
ギー･資源分野（７領域）の領域
が最も多く、次いで、製造分野（６
領域）、社会基盤分野（６領域）、
ナノテクノロジー・材料分野（５
図表８　ユビキタスネットワーキング領域の発展の道程
図表９　我が国の対米・対EU研究開発水準
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領域）の順となっている。エネル
ギー･資源分野及び製造分野の領
域は、設定された領域のほぼ７
割がここに含まれる。５年前の水
準と比較すると、ほとんどの領域
で水準の上昇が見られる。シリコ
ンエレクトロニクス領域は、対米
では唯一、対EUでは惑星探査な
どの宇宙関連の領域と共に、水
準の低下が懸念されている領域
である。
　また、対アジア水準は、すべて
の領域で優位にあるものの、５年
前と比較して差が縮小する傾向に
ある。なお、フロンティア分野（宇
宙関連）及びエレクトロニクス分
野に縮小幅の大きい領域が多い。
４‐４
分野間の融合・連携
　今後 10年間、及び、その後 10
年間（2016年以降）に、回答者の
専門分野と融合、連携すべき分野
を尋ねた結果を図表10に示す。
　2015 年までの 10年間において
は、情報・通信分野、環境分野、
社会技術分野、エネルギー・資源
分野が融合・連携の中心となって
いる。その後 2016 年からの 10年
を見ると、ライフサイエンス分野
が融合・連携の中心となる。また、
環境分野、エネルギ ・ー資源分野、
社会技術分野は引き続き中心にな
っている。
　つまり、まず情報・通信分野と
他分野との融合・連携を進めるた
めの方策を、さらに 2016 年以降
を見通しライフサイエンス分野及
びエネルギ ・ー資源分野との融合・
連携の基盤を形成するための方策
を検討する必要があると言える。
図表 10　融合・連携を進めるべき分野
（注１）各分野で融合・連携を進めるべき当該分野以外の分野を３つまで選択。
（注２）各分野で融合・連携を進めるべきと３割以上が回答した分野に向けて→を表示し、双方が該当する場合は←→で表示。
（注３）太線は、５割以上が、融合・連携が必要であると回答した領域間である。
5   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　今回のデルファイ調査では、こ
こに紹介した以外にも数多くのデ
ータが得られ、重点化施策検討の
ための基礎資料として価値ある情
報を提供することができたと考え
ている。調査に関わられた分科会
委員ならびにアンケートに参加い
ただいた多くの専門家に対し、心
から御礼を申し上げる。
　一方、本調査には、デルファイ
手法そのものに伴う限界、例えば
少数の回答者の先見性に富んだ意
見が埋没する可能性なども存在す
る。今回の「科学技術の中長期発
展に係る俯瞰的予測調査」は、デ
ルファイ調査の欠点を補完するた
め、他に３調査を加え、基礎科学
から社会インパクトまで、主観的
見解から客観的データまでを取り
込んだ総合的な調査を行った。今
後、これらの調査結果を合わせた
詳細分析、また、分野や領域によ
り様相の異なる発展の道筋や政策
手段の詳細検討も行っていく必要
があると考えている。
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